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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、患者調査、医療施設調査、レセプトデータなどを活用して、地域医療計画や地

域医療費の推計をより精度高く科学的に進めるためるためのデータベースを構築し、医療資源

の地域格差を分析した。解析からは、医療計画単位としての医療圏が現在ほとんど機能してい

ない事が改めて示唆された。 

 また、日々の診療行為明細を含む詳細な DPC 調査データを用いて診療プロセス分析を試み、

数万例規模の該当患者の抽出と指標の計測が可能であることを示した。 

 

研究成果の概要（英文）： 
 This research aims to construct the database for regional medical plan and to estimate 
medical expenditure, by making use of the government statistics such as Patient Survey,  
Survey of Medical Institution、DPC survey data, and medical claim data.  We analyze the 
regional inequality in health resources such as the number of medical doctors, medical 
institutions, hospital beds and patients. 
 This research also investigates the possibility of evaluating the process of providing 
health care, using the DPC survey data since DPC survey date include the detail information 
on the medical process. 
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１．研究開始当初の背景 
 世界保健機関（WHO）などの報告書で高く
評価されているように、日本の医療制度は、
全ての国民が比較的安価にあるレベル以上
の医療をいつでも受けられる公平な制度で

あるといわれてきた。特に、1961年に出来高
の支払い方式に基づいた国民皆保険制度が
導入されて、過去半世紀にわたり日本の医療
提供体制を充実してきた。しかし、医療技術
の進歩や日本人の死因などに大きな変化が
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起こり、医療保険制度や出来高払い制度も変
革の時期に来ている。2003 年から主に大学病
院などで導入された入院包括払い（DPC: 
Diagnosis Procedure Combination）制度が
導入された。DPC とは、入院患者を病名と治
療内容によって 2500 程度の病気に分類し、
入院医療費を病気ごとに決まった金額を公
的保険が支払うという仕組みである。「病気
ごと」というのは標準化された病名のことで、
治療方法に一定の標準を設けて、その標準ご
とに定額の医療費を支払う制度である。 
 同じ病気であればどの医療機関でも同じ
ような治療を受けたり、だいたい何日で退院
できるか事前に知ることができるため、医療
機関の比較が可能になった。また比較の結果、
各医療機関の医療費や在院日数、臨床指標に
は大きなばらつきがあることがわかってき
た。DPC で、これまで欠落していたデータが
得られるようになり、こうした成果が得られ
たという点は注目すべきである。 
 2004年からは DPCの調査対象病院は民間病
院にも広がった。DPC による定額支払い方式
は、1961年の国民皆保険制度が導入されて以
来の日本の医療保険制度においてエポック
メーキングとなりうる大改革である。DPC が
導入される以前は、医療情報に共通の言語が
なく、各医療機関でどのような診療行為が行
われているのか不明なことが多かった。しか
し、この支払い方式の導入により、診療行為
の中身が明らかになり、各医療機関の詳細な
比較検討も行われるようになった。 
DPC の導入により、わが国の急性期医療の透
明化、標準化が進み、そのあるべき姿が示さ
れる。実際に、疾病ごとの標準的な治療内容
や平均入院期間、医療費などが誰でもわかる
形で明らかになってきた。今まで不明瞭であ
った急性期医療と慢性期医療の境界線も明
確になってきた。DPC がカバーする医療の範
囲が、わが国の急性期医療の標準的な範囲で
あり、急性期病院が担うべき範囲である。わ
が国の診療報酬制度は、幾たびの改定を経る
中で複雑化し、特に急性期医療を扱う病院の
運営コストなどの原価からかい離している
といわれてきた。急性期医療に必要十分な医
療費を病院に支払うとともに、過剰な検査や
薬剤使用を抑制して医療費の増加を押さえ
る事が期待されている。 
 医療報酬と医療の質に適切な関係を持た
せ、質の低い医療機関に改善を促し、質の高
い医療機関が患者から選ばれる仕組み作り
はわが国の医療制度にとって必要であり、そ
のためには正確なデータの収集と良質な分
析が不可欠である。 
 研究開始当時（2009 年）、日本の公的統計
制度は 60 年ぶりの大改正を行なっていた。
2007年 5 月に全面的に統計法が改正され、10
月には公的統計整備の司令塔としての統計

委員会が発足した。本研究の代表者は統計委
員会委員として、基本計画案の作成、基幹統
計の指定、匿名データの作成などの議論に関
わった。基本計画は閣議決定を経て、公的統
計の整備に関する政府の正式な方針となっ
た。 
 新統計法では、利用拡大を通じ統計の有用
性を高めるため、オーダーメード集計、匿名
データの作成・提供といった二次利用の制度
が新設されている。このうち匿名データの作
成・提供については個体が識別されないよう
匿名性が確保されることが重要になってい
ることから、各府省は基幹統計調査にかかわ
る匿名データの作成に当っては、予め統計委
員会の意見を聞きに行くことが新統計法に
定められている。平成 21 年(2009)度の春の
新統計法全面施行時以降、匿名データの提
供・策定を可能とするため、統計委員会に、
新たに「匿名データ部会」が立ち上がり、本
研究の研究代表者は部会長代理を務めた。本
研究での研究成果は、統計委員会での議論に
おいて、学術的な資料として活用することも
重要な目的であった。 
  
 
２．研究の目的 
 医療関係の指定統計である患者調査や医
療施設調査、行政記録である DPCやレセプト
調査のデータなど関連する統計を整備し直
し、政策評価に活用するための医療データの
体系化やデータベースづくりを行う。次に、
医療の成果と費用の関連を分析・評価を行う
手法を検討する。 
 
３．研究の方法 
「政府統計の総合窓口(e-Stat)」で提供され
ている「国勢調査」、「医師・歯科医師・薬剤
師調査」、「医療施設調査」、「患者調査」の結
果を用いて、医療提供体制を分析した。 
 また、近年、電子レセプトデータ、DPC調
査データ等の大規模な診療電子データの分
析が可能になり、医療資源の効率的な利用と
医療の質の評価への活用が期待されるよう
になっている。そこで、日々の診療行為明細
を含む詳細な電子データである DPC調査デー
タの特性を活かして、診療経過を分析して、
診療プロセスの視点からの医療の評価手法
の開発の可能性を検討した。 
 
 
４．研究成果 
(1) 医師の養成と配置のプロセスに関する
研究 
 医療提供体制を担う医師がどのように養成
され、どのようなプロセスで各専門領域や地
域に供給されていくかの情報は、国家的な医
療計画立案の根幹を成す。この問題を考える



 

 

には、横断的に医師の分布を観察するだけで
なく、縦断的に個々の医師のキャリア形成と、
専門医養成のプロセスを検討する必要があ
る。しかし現在厚生労働省から 2年ごとに発
表される医療従事者調査は、二次医療圏、医
療機関、診療科毎に医師の分布を示すだけで
あり、縦断的な情報が圧倒的に不足している。 
 そこで本研究は、個々の医師が研修を受け
た医療機関、選択した診療科、研修後のキャ
リア（大学勤務・市中病院勤務・開業など）
を縦断的に観察することにより、医師の養成
と供給の機能を担う医療機関が、新制度の導
入後にどのように変化したのか、そして現在
このような役割を担う医療機関の特徴を検
討した。具体的には、医師キャリアの縦断的
なデータベースを利用して個々の医師のキ
ャリアに関する情報（初期研修先の医療機関
の属性、後期研修先の医療機関の属性、専門
診療科など）を解析した。  
 解析結果から、2004 年の新臨床研修制度の
導入後に研修医の分布に大きな変化が起き
たことは、今回の解析の結果からも裏付けら
れた。初期研修医は 2004 年を境として大学
病院から市中病院へとシフトした。また後期
研修医の診療科の推移を検討すると、新臨床
研修制度の導入後に内科を選択する医師が
増え、小児科、外科、産婦人科、麻酔科を選
択する医師は減少した。 
 
(2) 医療資源の地域格差：現状と推移 
 日本では、各都道府県か医療圏を設定して
病床の整備や医療計画を策定してきた。医療
圏には、一次、二次、および三次がある。こ 
のうち二次医療圏は、特殊な医療を除く一般
的な医療サービスを提供する医療圏で、通常
は複数の市町村かひとつの医療圏として認
定されている。政府は二次医療圏の診療機能
の均てん化を目標としてきたが、人口あたり
医師数には大きな地域格差がある。それでは
医師数が多い医療圏と少ない医療圏とでは、
医療資源(医師・ 病院・病床)や業務量(患者
数、症例数)はどのように違うのか。本研究
では平成 8年から 22 年までの 15年間のデー
タを縦断的に解析して、医師が多い医療圏と
少ない医療圏では医療資源や患者数がどの
ように異なるのか、そしてどのように推移し
たのかを検討した。解析からは、医療計画単
位としての医療圏が現在ほとんど機能して
いない事が改めて示唆された。 
 
(3)大規模電子診療データの分析開発 
 近年、電子レセプトデータ、DPC 調査デー
タ等の大規模な診療電子データの分析が可
能になり、医療資源の効率的な利用と医療の
質の評価への活用が期待されるようになっ
ている。特に、DPC 調査データはコード化さ
れた日々の診療行為明細を含む詳細な電子

データであるため、大規模な診療データを構
築することにより、詳細かつ広範な診療プロ
セスに適している。ただし、データ規模が非
常に大きく、数百万から数億件のレコードの
同時処理が必要となる場合が多い。 
 そこでまず、このような大規模データの高
速な集計分析のために、イン・メモリーOLAP
分析を適用して対話的探索的な分析を行い、
小児科領域では ICU外での人工呼吸器利用が
多いことが見いだされた。ついで、日々の診
療行為明細を含む詳細な電子データを用い
て診療プロセス分析を試み、数万例規模の該
当患者の抽出と指標の計測が可能であるこ
とを示した。併せて、診療データ転送フォー
マットである SSMIXを用いて、さらに情報量
が豊富な医療データベースの構築と医療の
評価手法の開発の可能性を示した。諸外国で
の大規模診療電子データの利用実態調査か
ら、薬剤有害事象の検出、血液浄化療法の評
価、人工呼吸器合併症の評価等の手法が参考
となった。 
 これらの分析手法の開発は、近年始まった
ばかりの我が国の大規模電子診療データを
用いた研究の発展につながるとともに、医療
の科学的評価と医療の質の向上に結びつく
ことが期待される。 
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～日常臨床の正確なデータに基づいたより
良い医療の実現に向けて～」オーラルフィジ
シャンチームミーティング 2009 山形県酒田
市 東北公益文化大学 2009 年 7月 4日 
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